
内（金）　　93

（単位：人）

その他の
振替

(新規増員）計34人
△ 8【 】 行（一） 5級 12ヶ月 1人
<8>

予算定員 △ 582 行（一） 3級 12ヶ月 1人
（組織）金融庁 1,580 34 △ 11 582 20 1,600

行（一） 5級 12ヶ月 1人

行（一） 6級 12ヶ月 1人

行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人
行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人
行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人
行（一） 3級 12ヶ月 2人
行（一） １級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人
行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 2人
行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人
行（一） 4級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人
行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人
行（一） 3級 12ヶ月 1人

訴訟等に係る体制整備 行（一） 5級 12ヶ月 1人
行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 6級 12ヶ月 1人

行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 3級 12ヶ月 1人

行（一） 5級 12ヶ月 1人

△ 11（定員合理化目標数）計 人
定員合理化に基づく減 行（一） 12ヶ月 △ 11人

（その他の振替）
（部局間振替）自律的再配置に伴う増計8人
業態毎の検査・監督の一体化 行（一） 5級 9ヶ月 3人

行（一） 3級 9ヶ月 5人

高速取引行為者への登録制の導入等に伴う監督
体制整備

高速取引行為者に対するモニタリング体制整備

高速取引注文に対応するための体制整備

上場会社による重要情報の公表に関する規制違
反の検証を行うための体制整備

監査法人検査の実効性向上のための体制整備
（効果的・効率的な検査のための情報収集・分析）

FinTechの進展を踏まえた横断的法制の整備、ブ
ロックチェーン技術の実証実験・国際共同研究の
実施のための体制整備

金融機関の顧客本位の業務運営の実現と環境整
備のための体制整備

フェア・ディスクロージャー・ルールに基づく上場会
社等の指導のための体制整備

バーゼルⅢの最終化に係る国内実施のための体
制整備

危機管理対応係の時限撤廃

電子決済等代行業者に対する監督体制整備

新興国の金融インフラ整備支援等へ対応するため
の体制整備

FinTech等に係る日本版レギュラトリー・サンドボック
ス・デスクの設置に伴う体制整備【仮名称】

EBPM推進体制の整備

サイバーセキュリティに関するインテリジェンスの収
集・活用、国際対応強化のための体制整備

金融機関のマネーロンダリング対応に関するモニ
タリング体制整備

電子決済等代行業者に対するシステムモニタリン
グ体制整備

司法修習 会計間振替

検査監督モニタリング手法の高度化に資するシス
テム改修のための体制整備

職員の健康管理のための体制整備

（うち3、時限
撤廃）

国際的な意見発信の推進に必要な体制整備

我が国企業による新興国進出支援推進のための
体制整備（海外展開推進調整官の時限撤廃）

差引増減 職種 級 月数
△増 減

人員数うち時限
定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ

平成30年度概算要求定員表
　内閣府所管（金融庁）

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

△30年度要求人員増 減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替



内（金）　　94

（単位：人）

その他の
振替

司法修習 会計間振替
差引増減 職種 級 月数

△増 減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ

平成30年度概算要求定員表
　内閣府所管（金融庁）

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

△30年度要求人員増 減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替

△ 8【 】
<8>

△ 582
（項）金融庁共通費 1,580 34 △ 11 582 20 1,600

△ 8【 】
<8> （平成30年度末予算定員大臣等特別職の内訳）

△ 582 証券取引等監視委員会委員長1、委員2
定員令1条 1,575 34 △ 11 582 20 1,595 公認会計士・監査審査会会長1、常勤委員1

大臣等特別職 5 5

△ 8【 】 （所管計）
<8> 所管計のうち

△ 582 △ 8（所管計）業務改革による減）計 人
所管計 1,580 34 △ 11 582 20 1,600 業態毎の検査・監督の一体化 行（一） 5級 9ヶ月 △ 3人

行（一） 3級 9ヶ月 △ 5人

（うち3、時限
撤廃）

（うち3、時限
撤廃）

（うち3、時限
撤廃）



内（金）　　95

（単位：人）

その他の
振替

再任用短時間勤務職員

（組織）金融庁 11 2 13

（項）金融庁共通費 11 2 13

計 11 2
13

減員 独法移行減

削減
職種

　内閣府所管（金融庁）

アタッシェ

振替
新規増員 月数級

積算内訳

うち時限
定員合理化
目標数

△増 減
人員数司法修習 会計間振替

差引増減

平成30年度概算要求定員表

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

△30年度要求人員増 減

30年度末
定　 　 員

各省間振替


